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(57)【要約】
　主要宇宙船（２）及び補助宇宙船（４）を含む宇宙探
査機システムであり、主要宇宙船（２）及び補助宇宙船
（４）は両方とも、主要宇宙船（２）のペイロード容量
と打ち上げ重量を最適化するように設計されている。主
要宇宙船（２）及び補助宇宙船（４）を組み合わせて、
主要宇宙船が打ち上げられるときに、主要宇宙船の物理
的性能を超える機能及び操作を行うことができる軌道上
の宇宙船を形成する。宇宙探査機システムは、標準レベ
ルの機能性を保ちながら、燃料格納容器に関連する外乱
を最小化するように設計されている。主要宇宙船（２）
は、燃料集約的な軌道変更操作を独立して行うことがで
きないように設計されている。その代わりに、主要宇宙
船（２）は、主要及び補助宇宙船が連結するときの軌道
変更操作を行うのに十分な燃料及び推力性能を有する補
助宇宙船（４）に連結するように設計されている。補助
宇宙船（４）は、主要宇宙船（２）に対して追加のペイ
ロードを供給するように設計されていても良い。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ペイロードを運び、補助宇宙船に連結し、補助宇宙船に連結していない時に軌道維持操
作を行うことはできるが軌道変更操作を行うことができない主要宇宙船。
【請求項２】
　軌道変更操作には不十分な総燃料貯蔵容量を有する一以上の燃料タンクを備える、請求
項１に記載の主要宇宙船。
【請求項３】
　主要宇宙船が、軌道変更操作に要する推力量を供給できる一つの又は複数のスラスタを
持たない、請求項１に記載の主要宇宙船。
【請求項４】
　主要宇宙船が、変更された軌道パラメータを有する軌道に沿って、連結した主要及び補
助宇宙船を移動させるのに十分な燃料と推力性能を有する補助宇宙船に連結された時に、
主要宇宙船の軌道パラメータの変更が可能である、請求項１に記載の主要宇宙船。
【請求項５】
　それぞれが他方に連結する能力を有する主要宇宙船及び補助宇宙船を含むシステムであ
って：
　前記主要宇宙船が、前記補助宇宙船に連結していない時に軌道維持操作を行うことはで
きるが軌道変更操作を行うことができず、
　前記補助宇宙船が前記主要宇宙船に連結しているときに、軌道変更操作を行うことがで
きるシステム。
【請求項６】
　前記主要宇宙船が、軌道変更操作には不十分な総燃料貯蔵容量を有する一以上の燃料タ
ンクを備える、請求項５に記載のシステム。
【請求項７】
　前記主要宇宙船が、軌道変更操作に要する量の推力を供給できる一つの又は複数のスラ
スタを持たず、前記補助宇宙船が軌道変更操作に要する量の推力を供給できる一つの又は
複数のスラスタを備えている、請求項５に記載のシステム。
【請求項８】
　主要宇宙船が補助宇宙船に連結された時に、主要宇宙船の軌道パラメータの変更が可能
である、請求項５に記載のシステム。
【請求項９】
　前記補助宇宙船が、前記補助宇宙船から前記主要宇宙船にペイロードを移すペイロード
交換システムを備える、請求項５に記載のシステム。
【請求項１０】
　軌道を回る主要宇宙船の軌道パラメータを変更する方法であって：
　主要宇宙船の燃料備蓄量及び推力性能を、軌道変更操作を行うのに不十分に設定するス
テップ；
　補助宇宙船の燃料備蓄量及び推力性能を、前記主要宇宙船に連結された時に軌道変更操
作を行うのに十分に設定するステップ；
　前記補助宇宙船を前記主要宇宙船に連結するステップ；及び
　前記補助宇宙船を作動させて、連結した前記主要及び補助宇宙船が、主要宇宙船の軌道
パラメータを変更するようにするステップ
を含む方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は概して、宇宙探査機及び宇宙探査機の軌道上の相互作用に関するものである。
さらに具体的には、本発明は協働する主要宇宙船の設計を最適化するシステム及び方法に
関する。
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【０００２】
　本明細書に使用されるように、「主要宇宙船」という用語は、例えば通信、直接衛星放
送、リモートセンシング等の製品又はサービスをユーザーに提供する衛星等の、地球の大
気圏を越えた宇宙空間で又は地球周囲の軌道上においてミッションを行うように設計され
た全ての輸送船を意味する。「協働」主要宇宙船は、主要宇宙船が軌道上にある時に、他
の宇宙船とドッキング又は連結しやすいように設計された主要宇宙船である。
【背景技術】
【０００３】
　例えば衛星等の主要宇宙船は、設計、組立、及び使用するための設置に費用がかさみが
ちである。設計及び組立に何億ドル（又はそれ以上）もの費用がかかる衛星を、宇宙空間
に打ち上げるにはさらに何億ドルもの費用がかかる可能性がある。費用は衛星の大きさ、
容積、重量及び積載質量特性だけでなく、打ち上げロケットのインターフェースの載荷能
力に直接関係している。
　主要宇宙船は通常、長期間宇宙ミッションに送られ、完全なペイロード一式、そのミッ
ション中に継続的な操作を行うための十分なパワー能力、及びミッションの期間中にその
軌道及び他の軌道上の操作を調節するための十分な備蓄燃料と推力性能が備わっている。
したがって、主要宇宙船は現在、船上の大容積を配分して、（例えば大きなタンク内に）
備蓄燃料を貯蔵し、また上記操作及び軌道上の調節を行うのに必要な推力及び制御システ
ムを収容することが要求される。この結果、備蓄燃料の重量だけでなく、推力及び制御シ
ステムを打ち上げるために、利用可能な打ち上げロケットのリフト能力、容積及び載荷能
力の大部分を配分しなければならない。同様に、主要宇宙船は現在、全く完全な統合され
たペイロード一式を有し、ミッションに必要な製品を供給するための上記設備を運ぶため
に船上の大容積を配分することが要求されている。一般的に、軌道上の従来の主要宇宙船
は、２つのカテゴリー：（１）軌道維持操作；及び（２）軌道変更操作に分類される操作
を行うことができる。
【０００４】
　本明細書で使用されるように、「軌道維持操作」という用語は、派生的な摂動に起因す
る現行軌道の劣化を修正することを意味する。これらの小規模の操作により、軌道が徐々
に所望の理想的なケプラー軌道からそれる原因となる小さな力及びトルクが修正される。
ある軌道の摂動源には、地球の扁平率、太陽風、２つの主要な天体を超越する重力源の影
響等が含まれる。軌道維持操作の目的は、軌道が徐々にわずかにずれた後に、軌道を元の
理想的な６つのケプラー要素に戻すことである。
　本明細書で使用されるように、「軌道変更操作」と言う用語は、軌道の形状、速度、又
は方向を大幅に変更するのに使用される大規模な操作を意味する。軌道変更操作は、理想
的な６つのケプラー要素の少なくとも一つへのある実質的な変更に導くためのものである
。軌道変更操作は通常、必要な速度（デルターＶ）変更の点、また使用される燃料の重量
の点の両方において、軌道維持操作よりも少なくとも一桁以上大きい。
【０００５】
　従来の主要宇宙船は、バスシステム及びペイロードシステムを備えている。バスはサブ
システムの一グループであって、ペイロードシステムに対して厚生面におけるサポートを
提供するのが主な働きである。バスは通常、高度決定、制御及び航行システム（ＡＤＣＮ
Ｓ）、電力サブシステム（ＥＰＳ）、ハーネス（すなわち、電気配線）、推進、テレメト
リー及び、コマンド及びデジタルエレクトロニクス、及び構造（すなわち、受動機械部品
）からできている。ペイロードは、サブシステムをグループ化したものであって、主な働
きは（例えば通信装置、直接放送機器、又はリモートセンサ等の）最終製品の機能性を統
合させることである。
　従来の主要宇宙船のバスシステムは通常、大規模な推進モジュールと、宇宙船が飛行中
のある時期に使用される燃料を貯蔵及び格納するための複数の燃料タンクで構成されてい
る。ペイロードの収容能力は、燃料タンクの容量によりその容積がかなり制限されている
。主要宇宙船は全ての要求される動きを、船上に搭載された燃料と推進モジュールを使用
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して単独で行う。ほとんどの上記主要宇宙船は、非協働的、つまり、これらの宇宙船は給
油、修理又はそうでなければそのミッションを延長させるようには設計されていない。し
たがって、従来の主要宇宙船は通常、ミッションの期間、及びミッション中に軌道を変更
する能力が制限されている。
【０００６】
　さらに、上記主要宇宙船に保存される備蓄燃料は、長期間必要とされず、又は利用され
ない可能性があり、このためこれに伴う更なる懸念が生じる。宇宙船は、「燃料スロッシ
ュ」と呼ばれる有害な妨害を受ける可能性があり、この「燃料スロッシュ」という用語は
、燃料タンクが部分的に充填されている宇宙船における重力ゼロの状況での燃料の非拘束
的な動きによって生じる妨害を指す。宇宙船はまた、宇宙船のタンクの相互作用、タンク
の製造痕跡、及び揮発性燃料を起因とする燃料の化学分解の影響を受ける可能性があり、
これは宇宙船の耐用年限に影響を及ぼすタンク内の圧力蓄積につながる可能性がある。
　したがって、主要宇宙船における燃料及び推力の必要条件を削減し、必要な時にのみ、
軌道上の主要宇宙船に必要とされる燃料及び推進能力を供給することが有利である。
【発明の概要】
【０００７】
　本明細書に開示される宇宙船システムは、主要宇宙船の設計を最適化し、容積、質量、
打ち上げ重量及び載荷能力の大幅な削減による利点を利用して、より小さく費用の安い打
ち上げロケットを使用して、同等の性能を持つ主要宇宙船を打ち上げることができる及び
／又はより能力の高い主要宇宙船（すなわち、より大きく、能力の高いペイロードを有す
る宇宙船）を、打ち上げロケットの大きさ及び費用を増加させることなく、打ち上げるこ
とが可能になる。本明細書に開示された本発明の概念は下記の態様を含む。
　一態様は、ペイロードを運び、補助宇宙船に連結し、補助宇宙船に連結していない時に
軌道維持操作を行う能力はあるが軌道変更操作を行うことができない主要宇宙船である。
【０００８】
　別の態様は、主要宇宙船と補助宇宙船を含むシステムであり、これらの宇宙船はそれぞ
れ、他方に連結する機能を有し、主要宇宙船は補助宇宙船に連結していない時に軌道維持
操作を行うことはできるが軌道変更操作を行うことができず、補助宇宙船は主要宇宙船に
連結しているときに、軌道変更操作を行うことができる。
　さらなる態様は、高度決定制御及び航行サブシステムを備える主要宇宙船であり、高度
決定制御及び航行サブシステムは、主要宇宙船の高度を変更する及び／又は主要宇宙船の
軌道の小規模な調節を行うようにプログラミングされており、主要宇宙船は小規模な調節
以上の軌道の再形成を独自に行うことができない。
【０００９】
　さらに別の態様は、軌道を回る主要宇宙船の軌道パラメータを変更する方法であり、こ
の方法は下記のステップ：軌道変更操作を行うのに不十分なように、主要宇宙船の燃料備
蓄量及び推力性能を設定するステップ；主要宇宙船に連結された時に、軌道変更操作を行
うのに十分なように、補助宇宙船の燃料備蓄量及び推力性能を設定するステップ；補助宇
宙船を主要宇宙船に連結するステップ；及び連結した主要宇宙船及び補助宇宙船が主要宇
宙船の軌道パラメータを変更するように補助宇宙船を作動させるステップを含む。
　本発明の他の態様は下に開示され主張される。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】図１は主要宇宙船の補助宇宙船への連結を示すブロック図であり、主要宇宙船に
は軌道変更操作を行う能力がなく、補助宇宙船には軌道変更操作を行う能力がある。
【図２】図２は主要宇宙船の補助宇宙船への連結を示すブロック図であり、宇宙船の構成
部品を示す。
【図３】図３は主要宇宙船の補助宇宙船への連結を示すブロック図であり、補助宇宙船に
設けられた複数の反応制御スラスタを示す。
【発明を実施するための形態】
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【００１１】
　一実施形態によれば、主要宇宙船は、宇宙船の軌道を維持するのに最小限の調節を行う
又は全く調節を行わないように構成されているが、軌道変更操作を実施するようには装備
されていない。その代わり、主要宇宙船の軌道を再形成すること（すなわち軌道変更操作
）が必要な時に、主要宇宙船が上記軌道変更操作を実施するように装備された補助宇宙船
に連結（すなわちドッキング）する。
　さらに具体的には、主要宇宙船は軌道を維持するのに十分であるが、軌道変更操作を行
うのには不十分な燃料タンクの最大容量及び推力性能を有している。例えば、中間クラス
の宇宙船には、質量２００ポンド以下の燃料を貯蔵する最大容積を持つ燃料タンクが配設
されている。これにより、主要宇宙船の重量が実質的に削減される及び／又はペイロード
を運ぶのに使用可能な空間が大幅に増加する。同等のペイロードを運ぶ宇宙船については
、この宇宙船の総重量の削減により打ち上げ費用も削減される。あるいは、同等の打ち上
げ費用については、宇宙船に搭載された燃料の容積の削減により、ペイロードを増加させ
ることが可能になる。
【００１２】
　上述した主要宇宙船の構成と併せて、補助宇宙船は十分な燃料備蓄量と大規模操作の推
力性能と、主要宇宙船に接近してドッキングし連結する手段を有するよう構成されている
。補助宇宙探査機は主要宇宙船に連結したままで、主要宇宙船のもともとの独自の性能を
超越した作業を行う、又は所定の軌道を再形成する（すなわち、軌道変更操作を行う）。
例えば、補助宇宙探査機は、主要宇宙船の小さい燃料タンクを給油して主要宇宙船のミッ
ション期間を延長させるのに使用することができる、又は、電池パックの交換又は追加の
ペイロード等の装備を移して主要宇宙船の機能性を高めるのに使用することができる。補
助宇宙探査機はまた、高度決定制御及び航行サブシステムを有することができ、これによ
り、主要宇宙船に連結した時に、補助宇宙船が連結された宇宙船の航行作業を行うことに
なる。
【００１３】
　本明細書に開示された主要及び補助宇宙船を組み合わせて、打ち上げ時の主要宇宙船の
物理的能力を超える機能及び操作を行うことができる軌道上の宇宙船システムとなる特有
の宇宙建築を形成する。補助宇宙探査機はランデブー飛行し、主要宇宙船とドッキングし
て主要宇宙船の所定の軌道の維持及び最小限の調節を超える燃料集約的操作を行い、割り
当てられた打ち上げロケットの乾燥質量の総許容量を越えた、あるいは割り当てられた打
ち上げ日に開発スケジュールが間に合わなかった追加のペイロードを届けるように構成さ
れている。
　主要宇宙船を最適化するための設計方法は、主要ペイロードの最適化を含んでいる。完
全なペイロードのサブセットを主要宇宙船に搭載して打ち上げ、後日補助宇宙船と一体化
した追加の構成部品を補充することが可能である。これらの追加の構成部品は、アンテナ
、送信機、受信機、又は遠隔測定装置を含むことができる。
【００１４】
　本明細書に開示された本発明の概念を組み入れた一実施形態を、機能性ブロック図であ
る図１に示す。図１は、補助宇宙船４にドッキングした主要宇宙船２からなる軌道を回る
宇宙探査機システムを示す図である。補助宇宙船４は、主要宇宙船と補助宇宙船を互いに
連結させるためのドッキングハードウェア６と、主要宇宙船と補助宇宙船が適切に連結さ
れているかどうかを検知するドッキングセンサ８を備えている。図１は、完全に連結した
状態の主要及び補助宇宙船を示す。
　主要宇宙船２は、ミッションペイロード１０及びミッションペイロード電子装置１２を
運ぶように設計されている。主要宇宙船２によって単独で高度の調整又は軌道維持をする
ことが可能になるように、主要宇宙船２には複数の反応制御スラスタが設けられており、
図１にはそのうちの４つのみが示されている（１６ａ～１６ｂ参照）。反応制御スラスタ
は通常、高度を制御するために使用され、主要宇宙船によって単独の軌道変更操作を行い
やすくするために必要な速度変更を行うことができない。しかしながら、反応制御スラス
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タは、軌道維持に使用するために適切に最適化することができる。さらに、主要宇宙船２
には複数の小さい燃料タンクが設けられており、そのうちの２つのみが図１に図示されて
おり（１４ａ～１４ｂ参照）。好ましくは、主要宇宙船に搭載される燃料タンクの総容積
は、主要宇宙船によって単独の軌道変更操作を行うのに要する容積よりも小さい。さらに
具体的には、タンクの総容積は反応制御用燃料に合わせた大きさであって、軌道変更操作
用の燃料に合わせたものではない。
【００１５】
　主要宇宙船２の他の構成部品には、宇宙探査機制御コンピュータ１８、テレメトリー及
びコマンド電子装置２０、通信電子装置２２、高度センサ２４、制御アクチュエータ２６
、電力管理電子装置２８、ハーネス３０、電力源３２、電力保存装置３４及び通信アンテ
ナ３６が含まれる。これらの構成部品は、従来のものであり、本明細書では詳しい説明を
行わない。
　また図３を参照すると、補助宇宙船４にはさらに複数の反応制御スラスタが設けられ、
そのうちの４つのみが図３に示されている（４２ａ～４２ｄ参照）。加えて、補助宇宙船
４は、連結した複数の宇宙船に十分な推力を付与して軌道変更操作を行うことができる大
規模なスラスタ３８を有している。あるいは、おなじ大きさの推力を同じ方向に供給する
ように配置された複数のスラスタによって必要とする大きな操作推力を供給することがで
きる。補助宇宙船４にはさらに、複数の大きな燃料タンクが設けられており、そのうちの
２つのみが図３に図示されている（４０ａ及び４０ｂ参照）。補助宇宙船に搭載された燃
料タンクの総容積が、連結された複数の宇宙船によって軌道変更操作を行うことを可能に
するのに十分であることが好ましい。さらに具体的には、タンクの総容積は反応制御用燃
料及び軌道変更操作用燃料に合わせた大きさである。
【００１６】
　補助宇宙船４の他の構成部品には、宇宙探査機制御コンピュータ１８’、テレメトリー
及びコマンド電子装置２０’、通信電子装置２２’、高度センサ２４’、制御アクチュエ
ータ２６’、電力管理電子装置２８’、ハーネス３０’、電力源３２’、電力保存装置３
４’及び通信アンテナ３６’が含まれている。前述したように、これらの構成要素は従来
のものである。
　使用の一方法によると、補助宇宙船４の反応制御スラスタ４２ａ～４２ｄ及び大規模ス
ラスタ（又は複数のスラスタ）３６を制御して、補助宇宙船４を軌道上の主要宇宙船の近
くまで接近させる。更に具体的には、補助宇宙船を制御してその軌道が、主要宇宙船の軌
道上の特定時間及び位置において、主要宇宙船と交差するようにする。接近している間に
、ドッキングセンサ８を使用して補助宇宙船の制御システムにフィードバックを送ること
によって、反応制御スラスタ（例えば図３の４２ａ～４２ｄ）を操作して、補助宇宙船を
主要宇宙船にドッキングさせる。次にドッキングハードウェア６を起動して主要及び補助
宇宙船を相互に連結させる。接近、ドッキング及び連結を含む好適な軌道上の近接手順は
、共同所有の米国特許出願第１１／３９４７４３号明細書に説明されており、この開示内
容は、本明細書に参照することによって全体が組み込まれる。
【００１７】
　主要宇宙船の最適化された設計は、下記の：大量の燃料、大きい燃料タンク、大規模ス
ラスタ、又はタンクから大規模スラスタへ燃料を送るのに必要なバルブ及びフィルタのい
ずれも必要としない。前述したように、主要宇宙船２は比較的少量の燃料、すなわち単独
の軌道変更操作を行うのに不十分な量の燃料を積んでいる。したがって、所望の総重量の
主要宇宙船については、船上に搭載される燃料、燃料タンク、スラスタ、バルブ、フィル
タ等の重量が削減されるためペイロードの総量を増加させることができる。
　主要宇宙船には単独で軌道変更操作を行うのに十分なスラスタがないため、主要宇宙船
は軌道変更操作を行うのに、軌道を回っている間にドッキングされる補助宇宙船の推力性
能に依存している。補助宇宙船は、連結した複数の宇宙船が軌道変更操作を行うことを可
能にするのに十分な燃料及び推力性能を有するように構成されている。軌道変更操作の後
に、連結した複数の宇宙船は主要宇宙船の新しい軌道を進むことになる。補助宇宙船はそ
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いく。
【００１８】
　前述したように、補助宇宙船は燃料を貯蔵するための大容積と主要宇宙船の軌道に所望
の変更を加えやすくする大規模スラスタを有している。主要宇宙船の代わりに補助宇宙船
が大量の操作用燃料及び大規模スラスタに伴う重量を運んでいるため、主要宇宙船は追加
のペイロード重量を運ぶことができる。
　加えて、大量の燃料タンクが以前占領していた容積を減らすことで、積み込んだ状態の
ペイロードインターフェース平面の高さが低くなるという更なる利点がある。打ち上げロ
ケットインターフェースにおける載荷能力は通常、主要宇宙船に横向き荷重がかかったと
きに発生する転倒モーメントによって制限される。従来技術では、この転倒モーメントは
荷重を減らすことによって減少させなければならない。
【００１９】
　このため、いくらかの燃料質量の除去によるだけでなく、さらに利用可能になった容量
によって、燃料サブシステム（すなわち、タンク、バルブ、ライン、大規模スラスタ）の
不必要になったハードウェアの除去によって、及びまた結果的に低くなった積載重心のた
めにペイロードに適用される大幅に削減された打ち上げ荷重によって、ペイロードの増強
が促進される。
　高度決定及び制御については、再び最適化された主要宇宙船の新しい質量特性により、
アクチュエータに要求される性能が変わる。ミッションペイロードの変更には、電力及び
ハーネスサブシステムの変更を要し、そしておそらく、追加の船上データにより、テレメ
トリー及び制御／デジタルサブシステムの設計の変更が必要となる。２つの宇宙探査機、
主要及び補助宇宙船が設計の最初の概念化から一つのシステムとして見なされるとき、こ
れらの効果を全て最適化することが可能になる。
【００２０】
　更なる技術的利点は、主要宇宙船に搭載する燃料の長期間貯蔵を達成する必要条件が除
去されることである。複数の金属合金、ライン、バルブ及びスラスタからできた複数の燃
料タンクの相互作用を介した化学分解の問題だけでなく、製造痕跡及び揮発性燃料の問題
が取り除かれる。更なる技術的利点には、「燃料スラッシュ」と呼ばれる現象の除去又は
最小化が含まれる。主要宇宙船が軌道上にある期間の大部分において主要宇宙船に大規模
操作用燃料が搭載されていないため、燃料スラッシュは除去される。
　さらに、補助宇宙船によって更なるペイロードを軌道上に運んで、宇宙船がランデブー
飛行するときに主要宇宙船に移すことができる。例えば、主要宇宙船の燃料タンクに燃料
を補給して、主要宇宙船に更なる機能性を追加することができる、又は電池パック等の他
の部品を修理又は交換することができる。ペイロードの交換は技術的に周知の任意の方法
で行うことができる。
【００２１】
　特定の実施形態について本発明を説明してきたが、当然ながら当業者には本発明の範囲
を逸脱することなく様々な変更を行い、また同等物をその要素と置換することが可能であ
ることが明らかである。加えて、本発明の基本的な範囲を逸脱せずに、本発明の教示に特
定の状況を適応させるために多数の修正を加えることが可能である。したがって、本発明
は本明細書に開示した特定の実施形態に限定されるものではなく、むしろ添付の請求項の
範囲に含まれる全ての実施形態を含むものである。
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